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3　安倍政権が 2013 年 1 月に公表した「日本経済再生に向けた緊急経済対策」において示されている。
4　中小企業庁（2004）「中小企業創造活動促進法の手引き（中小企業の創造的事業活動の促進に関する臨時措置法）」p1，
http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/gijut/tebiki/sozou_tebiki16fy.pdf，（閲覧日：2017 年 1 月 13 日）．












おける第 2 条の各号に掲げられており、それらをまとめたものが表 1 である。中小企業者の分類は、資
本金ならびに従業員数によって、業種ごとに定義が異なり、また、中小企業基本法第 2 条の 5 項で、従

























8　1960 年に池田内閣の下で策定された長期経済計画（立案は経済学者の下村治）であり、翌 1961 年からの 10 年間に名
目国民所得（国民総生産）を 26 兆円に倍増させることを目標に掲げた政策。その後日本経済は計画以上の成長に至った。
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表 2．中小企業基本法の 1999 年改正内容抜粋
出典：中小企業基本法（1999 年改正版）より一部抜粋
2．2　中小企業の現状
　2016 年の中小企業白書における中小企業者数の推移（図 1）をみると、2014 年は、中規模企業が 55.7
万者、小規模事業者が 325.2 万者となっており、計 380.9 万者となっている。1999 年の企業数 483.7 万
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者（中規模企業：60.8 万者、小規模事業者：422.9 万者）と比較すると約 100 万者の減少であり、1999
年から長期にわたる減少傾向にある。次に、倒産件数の推移をみると 2008 年の 15,523 件（中規模企業：
5,369 件、小規模事業者：10,154 件）以降、7年連続で前年を下回っており、2015 年の倒産件数は、8,806
件（中規模企業：1,159 件、小規模事業者：7,647 件）となっている。このデータを見ると、倒産件数
は年々減少傾向にあるものの、併せて企業数も減少している状況にある。「経済センサス－基礎調査」に





















12　商工中金「中小企業の経営改善策に関する調査（2015 年 7 月調査）」
http://www.shokochukin.co.jp/report/tokubetsu/，（閲覧日：2016 年 1 月 10 日）．


























図 2．今後 1～ 2 年で実施予定の経営改善策（全産業、上位項目）
13　井上善海，木村弘，瀬戸正則（2014）『中小企業経営入門』中央経済社，p24．
出典：商工中金「中小企業の経営改善策に関する調査（2015 年 7 月調査）」
http://www.shokochukin.co.jp/report/tokubetsu/，（閲覧日：2016 年 1 月 10 日）．































http://www.meti.go.jp/policy/intellectual_assets/teigi.html，（閲覧日：2017 年 1 月 13 日）．
15　経済産業省ホームページ（2014）「知的資産・知的資産経営とは」
http://www.meti.go.jp/policy/intellectual_assets/teigi.html，（閲覧日：2017 年 1 月 13 日）．
16　ナレッジ型経済の準備を目的として、欧州の 6 カ国（スカンジナビア 3 カ国、デンマーク、フランス、スペイン）と
9つの研究機関が 1998 年～ 2001 年の間の 30 ヶ月に亘って実施したプロジェクト
17　MERITUM Project(2001)，” MEasuRing Intangibles To Understand and improve innovation Management”, 
http://www.pnbukh.com/files/pdf_filer/FINAL_REPORT_MERITUM.pdf，（閲覧日：2017 年 1 月 13 日）．
18　中小企業基盤整備機構（2007）「中小企業のための知的資産経営マニュアル」p6，
http://www.smrj.go.jp/keiei/dbps_data/_material_/common/chushou/b_keiei/keieiinfo/pdf/chiteki-001.pdf，























http://www.meti.go.jp/policy/intellectual_assets/teigi.html（閲覧日：2017 年 1 月 13 日）．
出典：中小機構独立行政法人中小企業基盤整備機構「知的資産経営とは」
http://www.smrj.go.jp/keiei/chitekishisan/056792.html，（閲覧日：2017 年 1 月 13 日）より作成．









その後、2005 年 8 月には、経済産業省が設置する産業構造審議会新成長政策部会経営・知的資産小委員
会によって中間報告が取りまとめられ、同年 10 月に同省が「知的資産経営の開示ガイドライン」を公
表したことから、企業組織において重要視されるようになった。しかし、当初の議論では、主に大企業
を対象としていたことから、2006 年 1 月に経済産業省知的財産政策室などがオブザーバーとして参加し
た中小企業知的資産経営研究会が発足し、中小企業への知的資産経営が認識されるようになった25。
2006 年 3 月には、中小企業基盤整備機構による「中小企業知的資産経営研究会中間報告書」の公表、






















http://www.meti.go.jp/policy/intellectual_assets/index.html，（閲覧日：2017 年 1 月 13 日）．
25　以降、現在においては、経済産業省の知的資産経営への取り組みは、その中心に中小企業を意識したものとなって
いる。
26 「知的資産 WEEK」は、毎年 11 月頃に開催されており、この期間に集中してセミナーやシンポジウムが開かれてい
る。
27　strength、weakness、opportunity、threat の 4 つの頭文字をとったもの。
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　図 4 は、経済産業省の「知的資産経営ポータル」に掲載されている知的資産経営報告書の開示件数を




























http://www.jiam.or.jp/CCP013.html（閲覧日：2017 年 1 月 13 日）．
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